
 

 

５．テストコース試験 
５．１．概要 
 R41 改正案では、図 5 に示したように、定常走行騒

音および加速走行騒音の測定結果とPMRにより決定

されるαurbanより、騒音レベル Lurbanを計算にて求め

ることとしている。ここでは、この導出方法について

妥当性の検証を行う。A～C 車について、走行試験に

用いた車両と同一の車両を使用し、アクセル開度を変

化させ様々な加速度における騒音レベルの測定を行

った。なお、アクセル開度は、騒音測定区間内におい

て一定に保つようドライバーに指示した。また、騒音

測定区間の中央の速度が R41 改正案での試験速度に

なるよう、定常走行区間の速度を調整しながら試験を

行った。なお、試験に使用したギヤ位置は、R41 改正

案にて各車両が使用するギヤ位置を選択した。これら

の測定の結果から得られた加速度と騒音レベルの関

係より、車両ごとに回帰式を作成し、前節の市街地走

行におけるα95に対する騒音レベルを推定した。 
５．２．結果 
 図 7～9 に A～C 車それぞれの測定結果を示す。ま

た、表 3 には、α95における騒音レベルを推定し、R41
改正案の最終値と比較した結果を示す。今回得られた

結果では、いずれの車両も、加速度と騒音レベルの関

係は、ギヤ位置によって多少の騒音レベルのばらつき

はあるものの、ほぼ線形関係にあることが確認でき

る。また、R41 改正案の最終値と市街地加速度相当の

騒音レベル推定値の差は、いずれの車両においても

1dB 以内に収まり良好な一致を見せていることがわ

かる。従って、今回用いた車両については、R41 改正

案によって、市街地走行での累積頻度 95%値における

騒音レベルを適切に評価できると考えられ、試験法規

制値の引き下げ幅に応じた沿道騒音低減効果が得ら

れるものと予測される。 

６．おわりに 
WP29 において改訂された二輪車の加速走行騒音

試験法の国内導入も視野に入れ、加速走行騒音規制の

見直しについて検討した。その結果、今回用いた車両

では、R41 改正案は、我が国の道路状況に則した試験

法であることが確認された。そのため、R41 改正案に

て適切な規制値を設けることにより、沿道騒音の改善

をさらに効果的に実施できると予測される。また、当

所の調査結果をうけ、中央環境審議会騒音振動部会の

自動車単体騒音専門委員会では、R41 改正案の国内導

入を年度内に取りまとめることが予定されている。 
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 図 7 加速度－騒音レベル関係図（A 車） 
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 図 8 加速度－騒音レベル関係図（B 車） 
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図 9 加速度－騒音レベル関係図（C 車） 
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  表 3 α95相当の騒音レベル推定結果 
試験車両 α95相当の騒音レベル推定値　（dB） R41改正案　最終値　（dB）

A車 74.5 75.0
B車 75.6 76.0
C車 69.8 69.2

 

 

 
 

交通システム研究領域における研究の概要と方向性 
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１．まえがき 
 交通安全環境研究所では、日々の生活や経済活動に

欠かせない自動車や鉄道等の交通機関について、国の

施策に直結した試験研究業務を通じて、安全で環境に

優しい交通社会の構築に貢献するための取組みを進

めている。 
 その中で交通システム研究領域では、交通社会の安

全性向上および地球温暖化防止に貢献することを目

的として、安全性の高い公共交通システムの構築およ

び公共交通システムの利用促進の観点から研究に取

組んでいる。本稿では、交通システム研究領域が実施

している研究の概要について報告する。 
 

２．交通システム研究領域の研究 
２．１ 重点化研究 
 交通システム研究領域では、重点的に取組むべきテ

ーマとして、(1)モーダルシフト促進に関する研究、(2)
交通システムの安全性向上、利便性向上に関する研

究、(3)地方鉄道の維持・活性化に関する研究を挙げ、

実施している。また、これら重点テーマの他に、索道

関係、国際規格関係について継続的に取組みを行なっ

ている。索道に関しては、索道の試験を行える唯一の

機関として、索道の事故等のデータベース化を始めと

して、索道の安全に資する研究を実施している。 
(1) モーダルシフト促進に関する研究 
 モーダルシフト促進に関する研究は、LRT 等の軌

道系交通システムや、電動バスによるバイモーダルシ

ステムなどの交通システム、およびそれを補完する輸

送機関について評価を行なうとともに、公共交通シス

テムの普及促進に関する研究を実施している。 
 LRT は、一般的な鉄道車両に比べ軽量で省エネル

ギー性が高く、また乗降における上下移動や段差が少

ないため、高齢化社会が進展する中で利用しやすい交

通システムであるといえる。また、トランジットモー

ルなどまちづくりとの高い親和性を有する優れた特

徴を備えている。 
 LRT に関する具体的な取組みとしては、LRT 導入

における影響評価を実施することにより導入効果を

定量化するための研究を行なっている。また、LRT
国際ワークショップ（図１）や LRT 普及促進懇話会

などの開催を通じて関係者間の情報交換を行なうと

ともに、地方自治体や広く一般社会への理解促進・啓

発を図っている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１ LRT 国際ワークショップ（2010 年 11 月・沖縄） 
 
(2) 安全性向上、利便性向上に関する研究 
 交通システムの安全性向上、利便性向上に関する研

究については、常時監視・モニタリング技術、シミュ

レーション技術に関する研究を実施している。 
 鉄道施設、車両の保守管理に関してはメンテナンス

コストの低減が課題となっているが、一方、近年増加

傾向が見られる輸送障害に対する防止対策も重要な

課題の一つであり、検査手法や保守手法に関する研究

が求められている。そこで、低コスト化、高性能化が

進んでいるセンサ類を活用した軌道・車両境界に係わ

る状態監視技術として、脱線係数の常時モニタリング

装置の開発およびそこから得られる常時観測データ

−−20−− −−21−−



 

 

を前提とする管理手法の研究や、トングレール、転て

つ器の異常振動の検知等による管理手法の研究など

を進めている。 
 シミュレーション技術については、LRT や路線バ

ス、デュアルモードシステムなどを対象に、道路交通

と軌道系交通を模擬したシミュレーションによる評

価を行ない、公共交通システムの導入効果や、公共交

通優先信号を導入した場合の定時性確保に対する効

果および交通流への影響などについて、CO2排出量な

ど環境への影響も含め定量的評価を行なっている。 
 また、鉄道の運転状況を模擬することができる鉄道

安全性評価シミュレータ（図２）により、運転状況記

録装置から得られる実運行データおよび路線線形、運

行ダイヤに関する情報をもとにインシデント事象を

抽出し、安全運行に役立てるための研究を進めること

としている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２ 鉄道安全性評価シミュレータ 
 
(3) 地方鉄道の維持・活性化に関する研究 
 地方鉄道の維持・活性化を目的として、センサ技術、

モニタリング技術といった新技術や汎用技術を利用

し、また、GPS、汎用無線等の通信技術を組み合わせ

て、プローブ車両の開発や画像解析による予防保全支

援システムの開発等を行い、地方鉄道の保守負担軽

減、省コスト化に資する研究を行なっている。 
 画像解析による予防保全支援システム（図３）は、

車載の画像センサの映像をもとに、地上信号機の現示

状態や踏切遮断機の動作状態などを画像解析により

確認し、予防保全に役立てることを目的としている。

GPS を用いて画像中における信号機や踏切遮断機の

位置を算出することにより、画像解析の処理負荷を大

幅に軽減し、リアルタイム性を確保している。得られ

たデータを蓄積していくことにより、人間では気づき

にくい経年変化を明らかにすることができ、予防保全

に適用できるものと考えている。 
 
 
 
 
 
 
 
 

図３ 予防保全支援システムの画像解析例（踏切） 
 
２．２ 国際標準化への貢献と適合性評価（認証） 
 欧州では、鉄道技術の輸出を国家戦略と位置づけ、

国際標準化により、自国の技術を積極的に展開してい

る。また、多くの国が CO2 排出量の少ない鉄道に注

目し、国家プロジェクトとして鉄道整備を検討・推進

している。我が国も国家戦略として国際標準化に積極

的に関わることが重要である。このような背景から、

交通システム研究領域では、日本の優れた鉄道技術や

交通安全環境研究所の知見・経験を国際規格に反映さ

せるため、国際標準化活動に積極的に参画している。 
 また、日本の鉄道システムを海外へ展開するにあた

り、第三者機関から国際規格等に対する適合性認証を

取得することを要求されることが多くなり、海外展開

のハードルの一つとなっている。現在、交通安全環境

研究所では、鉄道技術標準化調査検討会（事務局：国

土交通省鉄道局、（公財）鉄道総合技術研究所）にお

ける検討結果を踏まえ、公正・中立の立場から、鉄道

分野における国際規格適合性認証を実施するための

体制づくりを進めている。 
 

３．今後の展開 
 交通システム研究領域では、研究の重点化を図り、

モーダルシフト、安全性・利便性向上、地方鉄道の維

持・活性化に関する研究を中心に取組んでおり、これ

らの研究を通じて、公共交通システムの観点から地球

環境問題への貢献を進めている。 
 これからも、交通安全環境研究所が有する台車試験

設備、シミュレータといった研究資産と、安全性評価、

国際規格適合性認証のような技術力を最大限活用し、

交通システム技術の一端を担う立場から、国の施策を

支援し、安全で豊かな国民生活に結びつく研究に積極

的に取組んでいきたいと考えている。 

 

 

 
 

５．環境にやさしい交通システムの提案のためのシミュレータ 
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１．はじめに 

近年、環境負荷低減をめざし様々な交通システムが

開発されてきているが、導入に至る事例は少ない。そ

の一つの理由として、導入効果がイメージしづらいこ

とや定量化しにくいことがあげられる。そこで、交通

研では、地域毎の特性を踏まえた上で、各種交通シス

テムの導入効果を試算し、定量的なデータを示すツー

ルとして、都市交通シミュレータを開発してきてい

る。本稿では、バイモーダルハイブリッドシステム等

の新しい交通システムの紹介とその導入効果の定量

化例について報告する。 
２．研究の背景 

２．１．地球温暖化問題 
 世界中の問題として、二酸化炭素などの温室効果ガ

スが増加しており、削減は急務である。京都議定書で

は、2008 年から 2012 年までの期間中に、先進国全体

の温室効果ガスの合計排出量を 1990 年に比べて 6％
の削減目標がある。 
 日本の 2009 年度までの温室効果ガス排出量は図１

の通りである１）。2009 年度の温室効果ガスの総排出

量は、12 億 900 万トンで、京都議定書の規定による

基準年の総排出量と比べると、4.1%削減された。対し

て、運輸部門全体は、2009 年度の CO2排出量は 5.8%

増である。特に、旅客部門に特化して見ると、全体と

して約 31%の増となっており、その約 88%を自動車

が占めている。自動車分野においても、燃費の改善や、

ハイブリッド自動車、ITS、ETC の導入など様々な取

組がされているが、運輸部門全体からするとその効果

は限定的といわざるを得ない。そのため、CO2排出量

を減らすという目的のためには、自動車の利用を減ら

す、すなわち自動車から公共交通へのモーダルシフト

が有効であると考える。 
 ただし、高齢化社会を迎えるにあたりドアツードア

で目的地まで輸送できるメリットは重要になってく

ると考えられるし、地方においては、公共交通の輸送

密度が低いために、自動車の方がむしろ輸送単位あた

りの CO2排出量が少ないという実態もある。 
 そのため、地方の都市部などある程度の需要が見込

める地域においては、その需要に見合った公共交通シ

ステムを導入し、過疎地域においては自動車主体とす

るなどの、より細やかな計画が必要となってくる。 
２．２．新しい交通システム 
以上の状況から、地域の規模や輸送量に応じて、相

応しい交通システムから選択する必要がある。また、

実際に新しい交通システムが提案されてきている。 
２．２．１．LRT（Light Rail Transit） 

 自動車からのモーダルシフト先となる公共交通と

して、注目されているのが LRT である。LRT とは、

併用軌道を用いたバリアフリーな都市交通システム

を軸としたまちづくりにより都市景観や環境等を向

上させるもので、ストラスブール（フランス）、ボル

ドー（フランス）、カールスルーエ（ドイツ）など、

ヨーロッパを中心に導入が進んでいる。 
 鉄道とバスの中間程度の輸送力を持ち、必要に応じ

て専用軌道を取り入れることによって速達性と定時

性を向上できることから、地方都市中心市街地のほか

郊外部に至る都市圏内の輸送等に適していると考え
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図 1 日本の温室効果ガス排出量 
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